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兵庫県
工場拡張に係る
農振除外要件の
緩和

企業が、既存敷地に隣接する農振農用地を取得して事
業を拡大する。

既存の工場を拡張するため、拡張用
地が農用地の場合、農用地区域から
除外するためには、当該農地のほ場
整備事業に加え、当該農地が受益
地である用排水路整備事業について
も、事業完了後８年を経過しているこ
とが必要。

農業振興地域の整備に関する法律
施行令第９条

「土地改良事業完了後８年を経過し
ていること」とされている農用地区域
からの除外要件について、工場の拡
張にあたり、ほ場整備事業が事業完
了後８年を経過していれば、用排水
路整備事業が完了後８年を経過して
いなくても、当該用排水路の受益農
地を農用地区域から除外できるよ
う、規制緩和を求める。

農林水産省

　農地は農業生産にとって最も基礎的な資源であり、国
民に対して食料を安定的に供給するためには、農業公
共投資を行った農地や生産性の高い集団的農地等を
優良農地として確保することが特に重要である。また、
国民の税金を使って農業のための公共投資を行った以
上、一定の期間、公共投資により得られる効用の確保
を図る必要がある。このため、土地改良事業が行われ
た土地については、事業実施後８年間は農用地区域か
ら除外できないこととしている。
　一方で、地域の実情を踏まえ、農村地域の活性化や
地域振興に必要な農地の転用需要に適切に対応して
いくことも重要であると考えていることから、
○　農村地域への産業の導入の促進等に関する法律
や、
○　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展
の基盤強化に関する法律
において、市町村の具体的な計画を基に農業上の土地
利用との調整が整った土地については、用排水路整備
事業の受益地で事業完了後８年未経過であっても、農
用地区域からの除外が可能となっており、これらの仕組
みにより既存工場を拡張することは可能であるので御
活用いただきたい。

農村産業法の対象とならない地域
や、地域未来投資促進法の対象とな
らない産業を立地する地域がある。
当該地域においては特例法が活用
できないため、依然として線的整備
事業実施後８年を経過した土地でな
ければ開発できないことから、企業
ニーズに迅速に対応できない。この
ため、特区に認定された地域におい
ては、農業上の土地利用の調整が
調った土地について、工場拡張に当
たって、用排水路整備事業の受益地
について事業実施後８年未満の場合
でも農用地区域からの除外が可能と
なるよう、農振法の要件緩和をお願
いしたい。

農林水産省

　土地改良事業等により国民の税金を使って農業公共
投資が行われた農地は、農業上の利用を確保すべき土
地として良好な営農条件が整備された優良農地であ
り、農業上の利用に供し、一定の期間、公共投資により
得られる効用の確保を図る必要がある。このため、土地
改良事業が行われた土地について、事業実施後8年経
過前でも農用地区域から除外できることとすることは適
当ではない。
　御提案については、業種や地域の状況等が不明であ
るが、例えば、市の具体的な計画を基に農業上の土地
利用との調整を図った上で、都市計画法（昭和43年法
律第100号）に基づく市街化区域への編入、土地改良事
業計画段階からの調整等により、計画的な土地利用に
よるまちづくりを進めることが適当と考えられる。
　いずれにしても、具体的な計画を基に、市町村等関係
機関と調整を進めていくことが重要であり、国としても御
相談に応じてまいりたい。
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